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論文内容の要旨
本論文は社会的状況が大きく変化してゆく中で、租税制度自体もパラダイムの転換に応じて適応してい
かなければならないが、この適応過程が各エージェント聞の競争と協調の過程であることを明らかにし、
遺伝的アルゴリズムによって学習するエージェント=投資家の利益最大化行動がどのような適合的租税制
度を必要とするかをコンビュータ・シミュレーションによって検証することを主眼としている。これはバ
ーチャル・リアリティの世界のエコノミック・エージェントが与えられた環境の中でどのように適応進化
を遂げるかを実証する一種の実験経済学の試みもである。国民経済の枠組みの中で育ってきた租税制度は
法人企業の成熟、生産要素の高い移動'性、 ITの技術革新などによる社会のパラダイム転換によって否応
無く変化せざるをえなくなっている。
第 l章ではこれまでの税制改革の争点、になってきた軍要問題についてサーベイしている。そこでは包括
所得税の不完全性が問題にされる。課税が公平であるためには、課税の網から漏れてしまう所得をいかに
捕捉していくのか、重複課税をいかに調整していくのかが争点、になる。個人と法人の接点である配当に対
する課税取り扱いをどのようにするのか、留保利潤とキャピタル・ゲインに対する課税取り抜いをどのよ
うにするのか、包括所得税で捕捉できない担税力に課税できる税として支出税の利点、を指摘する。しかし
ながら、それによっても解決できないものに海外直接投資から生じる未実現所得への課税問題がある。課
税主体が国家である以上、一つの税源をめぐる国家間の争奪戦は資本自由化、為替自由化によって、激しさ
を増してきている。多国籍企業の投資活動は国家の課税権を危うくする要素である.そのため、国際的課
税調整の在り忘は各国の税制改革にとって重要な課題となると指摘する。
第2章は税収を確保したい国家の目的と経済厚生を最大にしたい法人企業の目的の接点、において、同際
問て費課税の排除方法として何が望ましいかを小同モデル分析を用いて験証している。モデルは家計=企
業の2期間モデルであり、 2期間にわたる効用最大化が目的とされる。小国モデルが仮定されるため、世
界利子率は一定と想定される。海外投資によって生じた利潤が本国に送還されるか否かと、その量は追加
される海外投資の大きさに依存する。課税方法と投資の遣いが分析され、その結果、つぎのような結論が
得られた。資本輸出国の投資家が外同法人の利益の内部腎保に関して決定権をもっケースでは、外国税額
控除制度は本来、資本輸出国にとって国際間で資本輸出の中立性が実現できる制度であるが、課税延期制
度がある場合には投資決定に税制が影響を及ぼし、資本輸出の中立性が実現できない。また、課税延期制
度がある場合の経済厚生は、課税延期制度がない場合の経済厚生よりも低いものとなる。課税延期を認め
ない税制としてインピュテーション方式や見なし実現課税の方法もあるが、それらの措置は経済厚生を高
める結果をもたらし、公平課税の原則に適合するという大変、担味深い結論に達している。
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第3章は複数の経済主体が相互に影響を及ぼしあう場合の租税戦略について、どのような租税協定が可
能なのかをエージェント・ベース・モデルを用いて分析している。そこでは資本輸出国政府、資本輸入国
政府、多国籍企業の各エージェントが相互作用しながら、高い経済厚生が得られるような税制を探ろうと
する。このような「相互作用』問題を解くために、シミュレーション法として『遺伝的アルゴリズム」を
聞いているのが本論文の特徴である。基本的モデル設定はD.E. Konnan (1997年)を踏襲しているが、それ
に現地国政府の税率変更戦略と多国籍企業の遺伝的アルゴリズムによる投資量決定を付け加え、本国企業
が独占企業であること、海外投資は収穫逓増をもたらすという仮定のもとに、つぎのような結論を引き出
している。つまり、本国投資家にとっては外国税額捧除方式が望ましく、ついで圏外所得免除方式が望ま
しい税制であり、本国政府にとっては外国税額控除方式は望ましい税制ではなく、国外所得免除方式のほ
うが望ましい。この方式は現地国政府にとっても外国税額控除方式のつぎに望ましい税制である。この結
果は、外国子会社に利益の留保がなく、利益のすべてが資本輸出国の株主に帰属する場合には消費で測っ
た資本輸出悶の経済厚牛は海外投資からの利益を反映することになり、たとえ国外所得免除方式により税
収がなくとも望ましいといえる。したがって、国外所得免除方式は資本輸出国政府、資本輸出国の投資家、
資本輸入国政府のすべてのエージェントが海外授資からの利益を事受できる税制である。
本論文は経済のグローパル化にともない各国が自国の租税制度をどのように組織するのか、また既存の
租税制度のもとでどのような国際的課税調整が必要かを示唆する内容のものである。分析方法もこれまで
に用いられていない斬新なものであり内容は独創的なものである。
論文審査の結果の要旨
以下の理由により、上記論文は課程博士の学位の授与に値するものと判断する。
本論文は三つの部分から構成されている。第 l章は包括所得税の欠点、を是正するものとして支出税
(expend i ture tax)を取り上げ、直懐税改革の指針を提供している。特に個人所得税と法人所得税の接点、
として配当控除制度、外国税額搾除制度の問題を公平課税、中立課税の観点、から分析している。第 2章は
税収を確保したい国家の目的と経済厚生を最大にしたい法人企業の目的の接点、において、国際間二重課税
の排除方法として何が望ましいかを小国モデルを用いて検証している。また第3章では、国際的な租税戦
略問題として国際的資本移動がある場合の資本輸出国政府、資本輸入国政府、多国籍企業の各エージェン
トが相互に作用しあいながら、より高い経済惇牛が得られる税制への到達を遺伝的アルゴリズムを用いた
シミュレーションによって検証している。
第2章での結論はつぎのようなものである。資本輸出国の投資家が外国法人の利益の内部留保に関して
決定権をもっケースでは、外国税額枠|徐制度は本来、資本輸出国にとって国際間で資本輸出の中立性が実
現できる制度であるが、課税延期制度がある場合には設資決定に税制が影響を及ぼし、資本輸出の中立性
が実現できない。また、課税延期制度がある場合の経済厚生は、課税延期制度がない場合の経済厚生より
も低いものとなる。課税延期を認めない税制としてインピコ.テーション方式や見なし実現課税の方法があ
るが、それらの措置は経済厚牛ーを高める結果をもたらし、公平課税の原則と適合するという大変、興味
深い結論に達している。第3章の結論は資本の限界収提についての仮定がまったく異なるために、同列に
評価できないが、現代多国籍企業の特異ケースとしては大変、おもしろいものである。つまり、本国投資
家にとっては外国税額控除方式が望ましく、ついで圏外所得免除方式が望ましい税制であり、本国政府に
とっては外国税額控除方式は望ましい税制ではなく、国外所得免除方式のほうが望ましい。この方式は現
地国政府にとっても外国税額控除方式のつぎに望ましい税制である。この結巣は、外国子会社に利益の留
保がなく、利益のすべてが資本輸出国の株主に帰属する場合には消費で測った資本輸出国の経済!学生は海
外投資からの利益を反映することになり、たとえ国外所得免除方式により税収がなくとも望ましいといえ
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る。したがって、圏外所得免除方式は資本輸出国政府、資本輸出国の投資家、資本輸入国政府のすべての
エージェントが海外投資からの利益を享受できる税制である。
結論はきわめて簡明であるが、新しい試みによって研究の発展に寄与した功績は大きく、課程博士の学
位に値する優れた業績であると判断する。
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